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平成１８年度地域支援事業交付金の交付について

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１２２条の２に基づく交付金の交付につい

ては、別紙「平成１８年度地域支援事業交付金交付要綱」により行うこととされ、平成

１８年４月１日から適用することとされたので通知する。

なお、貴管内市町村等に対する周知について、ご配慮願いたい。



別 紙

平成１８年度地域支援事業交付金交付要綱

（通則）

１ 介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という ）第１２２条の２に基づ。

く交付金については、予算の範囲内において交付するものとし、法、介護保険法施行

令（平成１０年政令第４１２号。以下「施行令」という 、介護保険法施行規則（平。）

成１１年厚生省令第３６号 、介護保険の国庫負担金の算定等に関する政令（平成１０）

年政令第４１３号 、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年。）

法律第１７９号。以下「適正化法」という 、補助金等に係る予算の執行の適。）

正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号。以下「適正化令」という。）

厚生省
及び厚生労働省所管補助金等交付規則（平成１２年 令第６号）の規定による

労働省

ほか、この交付要綱の定めるところによる。

（交付の目的）

２ この交付金は、市町村（特別区、一部事務組合及び広域連合等を含む。以下同じ ）。

が、介護予防事業、包括的支援事業（介護予防ケアマネジメント業務、総合相談支援

、 。 。）業務 権利擁護業務及び包括的・継続的ケアマネジメント支援業務をいう 以下同じ

及びその他の地域支援事業を行うことにより、被保険者が要介護状態又は要支援状態

（以下「要介護状態等」という ）となることを予防するとともに、要介護状態等とな。

った場合においても、可能な限り、地域において自立した日常生活を営むことができ

るよう支援することを目的とする。

（交付の対象）

３ この交付金は次に掲げる事業を交付の対象とする。

(1 ) 法第１１５条の３８第１項第１号に基づき平成１８年６月９日老発第

０６０９００１号厚生労働省老健局長通知の別紙 地域支援事業実施要綱 以下 実「 」（ 「

」 。） （ 「 」 。）施要綱 という 別記の１により市町村が行う事業 以下 介護予防事業 という

(2) 法第１１５条の３８第１項第２号から第５号までに基づき実施要綱別記の２によ

り市町村が行う事業（以下「包括的支援事業」という ）。

(3) 法第１１５条の３８第２項に基づき実施要綱別記の３により市町村が行う事業 以（

下「任意事業」という ）。

（交付額の算定方法）

４ この交付金の交付額は、次により算出するものとする。



ア 次の表の第１欄に定める区分ごとに、第２欄に定める基準額と第３欄に定める対

象経費の実支出額とを比較して少ない方の額と、総事業費から寄付金その他の収入

額（法第１１５条の３８第４項に定める利用料を除く ）を控除した額とを比較して。

少ない方の額を選定する。ただし、基準額の合計は、給付見込額（施行令第３７条

の１３第１項に規定する給付見込額をいう。以下同じ ）に０．０２を乗じて得た額。

給付見込額に０ ０１５を乗じて得た額が３００万円に満たない市町村 以下 小（ ． （ 「

規模市町村」という ）が包括的支援事業及び任意事業の基準額を３００万円とした。

、 ． ）場合にあっては 給付見込額に０ ００５を乗じて得た額に３００万円を加えた額

の範囲内とする。

イ アにより選定された額に、第４欄に定める交付率を乗じて得た合計額を交付額と

する。ただし、交付率を乗じた額に１円未満の端数が生じた場合には、これを切り

捨てるものとする。

１ 区分 ２ 基準額 ３ 対象経費 ４ 交付率

介護予防事業 給付見込額に０．０１５を乗 介護予防事業に必要な ２５／１００

じて得た額の範囲内とする。 報酬、給料、職員手当

ただし、小規模市町村が、包 等、共済費、賃金、報

括的支援事業及び任意事業の 償費、旅費、需用費、

基準額を３００万円とした場 役務費、委託料、使用

合は給付見込額に０．００５ 料及び賃借料（介護予

を乗じて得た額の範囲内とす 防のための器具等をレ

る。 ンタル又はリースする

場合は、購入する場合

の単価が１０万円以下

のものに限る 、備品。）

購入費（介護予防のた

めの器具等を購入する

場合は、単価１０万円

以下のものに限る 、。）

負担金、補助金

なお、給料、職員手

当等及び共済費につい

ては、介護予防特定高

齢者施策のうち、通所

型介護予防事業及び訪

問型介護予防事業に従

事する保健師に係る経



費を除く。

包括的支援事業 給付見込額に０．０１５を乗 包括的支援事業及び任 ４０．５／

及び任意事業 じて得た額の範囲内とする。 意事業に必要な報酬、 １００

ただし、小規模市町村は、 給料、職員手当等、共

３００万円とすることができ 済費、賃金、報償費、

、 、 、る。 旅費 需用費 役務費

また、地域包括支援センター 委託料、使用料及び賃

を設置しないで地域支援事業 借料、備品購入費、負

を行う場合は、給付見込額に 担金、補助金

０．００５を乗じて得た額の

範囲内とする。

（交付金の概算払）

５ 厚生労働大臣は、必要があると認める場合においては、国の支払計画承認額の範囲

内において、概算払いをすることができる。

（交付の条件）

６ この交付金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。

(1) 事業に要する経費の配分の変更はしてはならない。

(2) 事業の内容の変更（軽微な変更を除く ）をする場合には、厚生労働大臣の承認を。

受けなければならない。

(3) 事業を中止し、又は廃止する場合には、厚生労働大臣の承認を受けなければなら

ない。

(4) 事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合には、

速やかに厚生労働大臣に報告してその指示を受けなければならない。

(5) 事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価５０万円以上の機械及び器具

については、適正化令第１４条第１項第２号の規定により厚生労働大臣が別に定め

る期間を経過するまで、厚生労働大臣の承認を受けないで、この交付金の目的に反

して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。

(6) 厚生労働大臣の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、

その収入の全部又は一部を国庫に納付させることがある。

(7) 事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後においても

善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図らなければ

ならない。

(8) 交付金と事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした別紙様式第１による調

、 （ 、書を作成し これを事業の完了の日 事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には

） 。その承認を受けた日 の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならない



（申請手続）

７ この交付金の交付の申請は、次により行うものとする。

(1) 適正化法第２６条第２項の規定に基づき、補助金等の交付に関する事務の一部を

都道府県が行う場合

ア 市町村の長は、別紙様式第２による申請書に関係書類を添えて、都道府県知事

が定める日までに都道府県知事に提出するものとする。

イ 都道府県知事は、アの申請書を受理したときは、これを審査し、取りまとめの

うえ、別紙様式第５により関係書類を添えて、平成１８年１１月３０日までに厚

生労働大臣に提出するものとする。

(2) (1)以外の場合

市町村の長は、別紙様式第２による申請書に関係書類を添えて、平成１８年１１

月３０日までに厚生労働大臣に提出するものとする。

（変更申請手続）

８ この交付金の交付決定後の事情の変更により申請の内容を変更して追加交付申請等

を行う場合には、次により行うものとする。

(1) 適正化法第２６条第２項の規定に基づき、補助金等の交付に関する事務の一部を

都道府県が行う場合

ア 市町村の長は、別紙様式第３による申請書に関係書類を添えて、都道府県知事

が定める日までに都道府県知事に提出するものとする。

イ 都道府県知事は、アの申請書を受理したときは、これを審査し、取りまとめの

うえ、別紙様式第５により関係書類を添えて、平成１９年１月３１日までに厚生

労働大臣に提出するものとする。

(2) (1)以外の場合

市町村の長は、別紙様式第３による申請書に関係書類を添えて、平成１９年１月

３１日までに厚生労働大臣に提出するものとする。

（交付決定までの標準的期間）

９ この交付金の交付の決定までの標準的な期間は、次のとおりとする。

(1) 適正化法第２６条第２項の規定に基づき、補助金等の交付に関する事務の一部を

都道府県が行う場合において、都道府県知事は、７の(1)のア若しくは８の(1)のア

による申請書が到達した日から起算して原則として１月以内に厚生労働大臣に提出

するものとし、厚生労働大臣は、申請書が到達した日から起算して原則として２月

以内に交付の決定（決定の変更を含む ）を行うものとする。。

(2) (1)以外の場合、厚生労働大臣は、７の(2)若しくは８の(2)による申請書が到達し

た日から起算して原則として２月以内に交付の決定（決定の変更を含む ）を行うも。

のとする。



（交付決定の通知）

10 適正化法第２６条第２項の規定に基づき、補助金等の交付に関する事務の一部を都

道府県が行う場合 都道府県知事は この交付金について厚生労働大臣の交付決定 決、 、 （

定の変更を含む ）があったときには、市町村の長に対し、別紙様式第６又は別紙様式。

第７により速やかに交付決定内容及びこれに付された条件の通知を行うものとする。

（実績報告）

11 この交付金の事業実績報告は、次により行うものとする。

(1) 適正化法第２６条第２項の規定に基づき、補助金等の交付に関する事務の一部を

都道府県が行う場合

ア 市町村の長は、別紙様式第４による報告書に関係書類を添えて、都道府県知事

が定める日までに都道府県知事に提出するものとする。

イ 都道府県知事は、アの書類を受理したときは、これを審査し、取りまとめのう

え、別紙様式第５により関係書類を添えて、平成１９年６月２９日（６の(3)によ

り事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、当該承認通知を受理した日から

起算して１月を経過した日）までに厚生労働大臣に提出するものとする。

(2) (1)以外の場合

市町村の長は、別紙様式第４による報告書に関係書類を添えて、平成１９年６月

２９日（６の(3)により事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、当該承認通知

を受理した日から起算して１月を経過した日）までに厚生労働大臣に提出するもの

とする。

（交付金の額の確定の通知）

12 適正化法第２６条第２項の規定に基づき、補助金等の交付に関する事務の一部を都

道府県が行う場合、都道府県知事は、この交付金について厚生労働大臣の交付額の確

定があったときには、市町村の長に対し、別紙様式第８により速やかに確定の通知を

行うものとする。

（交付金の返還）

13 厚生労働大臣は、交付すべき交付金の額を確定した場合において、既にその額を超

える交付金が交付されているときは、期限を定めて、その超える部分について国庫に

返還することを命ずる。

（その他）

14 特別の事情により４、７、８及び１１に定める算定方法、手続によることができな

い場合には、あらかじめ厚生労働大臣の承認を受けてその定めるところによるものと

する。


